
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

53 64

産業政策課長
関　知紀

53

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 64

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成25年度）
増加を目
指す指標

88

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

93 80

産業政策課長
関　知紀

93

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 76

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

65

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

■ 該当 ■ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度　27年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成23年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

80 80

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成26年度）
増加を目
指す指標

100

04-02-01

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

新・元気を出せ商
店街事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度26年度)

7,768 971,000 83

廃止予定
の有無

目的
・

意図

各商店会が実施するイベント
事業・活性化事業に対し補助
金を交付することにより、商
店会の振興を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

説明：
東京都の補助金をベースに市町村負担分
が発生するものであり、業務フロー、制
度改正の改善余地は東京都の方向性によ
る。

総合評価（課題・方向性）：
今年度は、補助金の申請件数が減少し
たが、一方でこの補助金を積極的に利
用し商店街振興に努めている商店会も
存在する。ついては補助金の目的や内
容を周知徹底し、かつ、効率的に活用
して商店街の活性化を図ることが望ま
しい。

事業
内容
・

活動
手段

市内商店会が実施するイベン
ト事業、活性化事業に対し、
新・元気を出せ東久留米市商
店街事業補助金交付要綱に基
づき補助金を交付する。

市内商店
会数(15)
に対する
補助金を
交付した
件数の割
合(％)

4,567

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（市）新・元気を出せ東久留米市商店街事業補助金交付要綱 8 7,040 3,744

終期

対象 市内商店会

市内商店
会からの
補助金申
請を処理
した件数

業務フローに改
善の余地がある

3,296 728

効率性 2 達成度 2

説明：
申請件数が減少したが、１件当たりの補
助金申請額が増額しているために効率性
が下がった。
ただ、申請した商店会においては、補助
金の有効活用によって、商店会の振興、
活性化につながっている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

3,780 743 9,090 826,364

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

11 8,347

808 10,896 726,400
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

15 10,088 5,890 4,198

指定
管理

補助
金

4,499 321,357 116

説明：
商店街の活性化を促すために行った、平
成２６年度の要綱変更により、業務フ
ロー及び制度は改善されたため、現在、
改善余地はない

総合評価（課題・方向性）：
商店会からの申請件数が増加してお
り、現状の予算額の範囲内ではすべて
の申請に対応することが困難になりつ
つある。将来的には事業の拡大の検討
が必要となる可能性もあるが、まずは
類似する都の補助金のさらなる活用
等、補助金の効率的な利用を図ること
で対応を図り、本事業については現状
維持とすることが望ましい。

事業
内容
・

活動
手段

商店街活性化対策の一環とし
て１９年度から実施した市単
独の補助事業。各商店会等が
独自で行う事業に対し、補助
金を交付する。

市内商店
会数(15)
に対する
補助金を
交付した
件数の割
合(％)

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東久留米市商店街における商業等の活性化に関する条例・補助金交付要綱 14 3,771

終期

対象 市内商店会等

市内商店
会からの
補助金申
請を処理
した件数

業務フローに改
善の余地がある

3,771 728

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

効率性 1 達成度 4

廃止予定
の有無

説明：
新規に空き店舗への補助事業を行った
め、事業費が増加した。
申請の増加及び昨年度初めて実施した市
内の商店会の連絡会議により、人件費が
増加した

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

2,447 495 2,942 226,308

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

13 2,447

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

438,636
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

11 4,286

清瀬市 西東京市

6,650 599

04-02-03

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

商工会支援事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度２７年度)

4,286 539 4,825

04-02-02

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

東久留米市商店街
活性化対策事業

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

576 7,650

7,249

西東京市

対象 外部評価

435 6,950

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
商店街の活性化を図る。小平市 東村山市

12,830 100

説明：
経営指導は、市の商工を活性化させるた
めに必要なことであり、その役目は市の
商工業の取り纏め役となる商工会が適任
となるため、業務及び制度改正の余地は
ない
 

総合評価（課題・方向性）：
商工会に対しては自立に向けた事業展
開を図るよう促していく必要がある
が、中小企業者の経営環境は依然厳し
い状況にあることから現状のまま支援
を行う。事業

内容
・

活動
手段

商工会による経営改善事業、
人材育成事業に対する補助、
地域総合振興事業、工業広域
交流事業、商工業活性化事業
などに対する補助

経営指導
により経
営改善し
た割合
(％)

1,000

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東久留米市商工会補助金交付要綱
東久留米市工業広域交流事業補助金交付要綱

565 6,650

終期

対象 商工会・商業者・工業者

経営指導
件数(件)

業務フローに改
善の余地がある

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市内商工業者は経営基盤が強
固ではなく、社会経済環境の
変化に充分対応できず、厳し
い状況にあるものが大半であ
り、経営改善事業等により経
営基盤の強化を図る。

小平市 東村山市 清瀬市

効率性 4 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：
平成27年度の国からの交付金は単年度の
みであり、当該補助金が廃止されたこと
に伴い、効率性が上昇した

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

6,650 578 8,228 14,285

04-02-04

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

不況対策緊急融資
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　年度)

6,950 734 7,684 17,664
財政健全経営計画

実行プラン

4,091 818,200 125

説明：
２７年度には実行までに至らなかった
が、２８年度は５件の新規融資を行っ
た。
融資制度の利便性をさらに高めるため、
条例・規則等の改正の余地がある

総合評価（課題・方向性）：
株価の上昇や経済指標の一部に明るい
兆しが見え始めているが、中小事業者
にとっては経済のグローバル化や原材
料コストの上昇等、依然厳しい経営環
境にあるため事業

内容
・

活動
手段

市内中小企業者の経営の安定
を図るため、売上が前３年の
同期に比し１０％以上減少し
た企業者に対し、市内の金融
機関と契約し、運転資金融資
制度を設け、低利の融資を行
うにあたり、利子補給・保証
料の補助を行う。

融資制度
を受理し
た中小企
業数に対
する融資
が受けら
れた企業
数の割合
(％)

　制度改正の
余地がある ☑ 30年度の方向性 現状維持

5 達成度 5
1 3,993

4,233 857 5,090 2,545,000

不況対策緊急資金融資条例、同規則 5 3,919

終期

対象 市内の中小企業者等

融資制度
申請受理
件数(件)

業務フローに改
善の余地がある

3,919 172

効率性

廃止予定
の有無

説明：
昨年は、新規の融資実行者おらず、利子
補給のみ行っていた。
今年度は、５件実績があったため、単位
当たりの単位当たりのコストが大幅に減
少した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

3,993 124 4,117 4,117,000

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

2 4,233

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
市内中小企業者の事業継続小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

商工業の活性化及び新たな産業などの創出

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上 基本事業番号・名 04-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

商工業の活性化及び新たな産業などの創出

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上 基本事業番号・名 04-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

85 85

産業政策課長
関　知紀

88

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 86

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

78

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

83 82

産業政策課長
関　知紀

83

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 80

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成24年度）
増加を目
指す指標

80

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

30,000 30,000

産業政策課長
関　知紀

32,800

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 15,000

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成25年度）
増加を目
指す指標

30,000

説明：
エクセル等を活用するとともに、マニュ
アルを整備し行っている日常的な業務の
ため、フローに改善点はない。
融資制度の利便性をさらに高めるため、
条例・規則等の改正の余地がある

総合評価（課題・方向性）：
株価の上昇や経済指標の一部に明るい
兆しが見え始めているが、中小事業者
にとっては経済のグローバル化や原材
料コストの上昇等、依然厳しい経営環
境にあることから、融資制度の利便性
を高めるため、条例・規則等の改正を
行う

事業
内容
・

活動
手段

市内中小企業者の経営の安
定、近代化を図るため、市内
の金融機関と契約し、運転資
金・設備資金などの融資制度
を設け、低利の融資を行うに
あたり、利子補給・保証料の
補助を行う。

融資制度
を受理し
た中小企
業数に対
する融資
が受けら
れた企業
数の割合
(％)

　制度改正の
余地がある ☑ 30年度の方向性 拡大

中小企業資金融資条例、同規則 17 15,234

終期

対象 市内の中小企業者等

融資制度
申請処理
件数(件)

業務フローに改
善の余地がある

15,234 771

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

21 16,163

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　年度)

711,261
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

23 15,686

16,005 941,471 104

小企業又は経営内容が小企業
と同様な実態のある企業者

目的
・

意図

中小企業経営者が必要な資金
を調達することができ、経営
の安定化が図れる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

987 172

終期

効率性 2 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：
昨年の申請と比べ、新規の融資実行者が
減少したが、事務量はあまり変わらな
かったため、単位当たりのコストが上昇
した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

16,163 660 16,823 801,095

総合評価（課題・方向性）：
小規模企業者にとって、経営の一助と
なっていることから、現状どおり継続
することが望ましい。

事業
内容
・

活動
手段

日本政策金融公庫（平成２０
年まで国民金融公庫）の小企
業等経営改善資金融資を受け
た小企業者及び小企業者に準
じる者に対し、貸付利子に利
子補給を行う。

経営の安
定化、振
興に必要
な資金の
融資を受
けられた
割合(％)

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

不況対策小企業等経営改善資金利子補給金交付要綱 88 987

5 達成度

16,359

04-02-05

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

中小企業資金融資
事業

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

72 1,047

1,159 13,170 100

説明：
商工会を通じて利子補給を行う事業であ
り、改善・改正の余地はない。

指定
管理

補助
金

04-02-06

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

小企業経営改善資
金利子補給事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　年度)

15,686 673

利子補給
処理件数
(件)

業務フローに改
善の余地がある

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

小企業又は経営内容が小企業
と同様な実態のある企業者の
経営継続に必要な資金、ノウ
ハウの提供

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

効率性

5,562

効率性

指定
管理

補助
金

説明：
エクセル等を活用するとともに、マニュ
アルを整備し行っている日常的な業務の
ため、フローに改善点はない。また、小
口零細企業に対する融資にかかる保証料
の補助を東京都へ切り替えることによ
り、市及び申請者の負担を減らす余地が
ある。

3

廃止予定
の有無

説明：
昨年と比べ、融資額は減少したが、新規
の融資実行者は増加したため、効率性が
大幅に改善した

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

1,047 165 1,212 16,833

対象

04-02-07

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

小口零細企業資金
融資事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　年度)

1,000 172 1,172 16,743
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

70 1,000

44,020 917,083 101

廃止予定
の有無

　制度改正の
余地がある ☑ 30年度の方向性 拡大

小口零細企業資金融資制度実施要綱 48 38,458

終期

対象
市内の中小企業信用保険法第
２条第３項に定める企業者

融資制度
申請処理
件数(件)

業務フローに改
善の余地がある

38,458

1 達成度 3

小規模事業者が必要な資金を
調達することができ、経営の
安定化が図られる。

小平市 東村山市

説明：
昨年の申請と比べ、新規の融資実行者が
減少したが、事務量はあまり変わらな
かったため、単位当たりのコストが大幅
に上昇した。

746,803

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

61 39,781

39,805 5,871 45,676 913,520

総合評価（課題・方向性）：
株価の上昇や経済指標の一部に明るい
兆しが見え始めているが、中小事業者
にとっては経済のグローバル化や原材
料コストの上昇等、依然厳しい経営環
境にあることから、融資制度の利便性
を高めるため、条例・規則等の改正を
行う

事業
内容
・

活動
手段

市内の小規模事業者の経営の
安定、近代化を図るため、市
内の金融機関と契約し、運転
資金・設備資金などの融資制
度を設け、低利の融資を行う
にあたり、利子補給・保証料
の補助を行う。

経営の安
定化、振
興に必要
な資金の
融資を受
けられた
割合(％)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

50 39,805

目的
・

意図
清瀬市 西東京市

2,513 1,256,500 109

説明：
補助金の交付について見直しを行い、よ
り効率的に「市民みんなのまつり」が行
えるよう業務フローを改善する

総合評価（課題・方向性）：
市民みんなのまつりが１１月に現在の
場所（駅前）で開催されることを知ら
ない、または来場したことがない市民
が多いので、周知方法を考慮する必要
がある。市外からの来場者を増やすこ
とも課題。イベント内容によっては、
市民が相互の絆を確認する良い機会と
なる。

事業
内容
・

活動
手段

市が後援し、ＪＡと商工会が
隔年で実施する市民みんなの
まつりへの補助

来場者数
(人)

☑ 制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東久留米市市民みんなのまつり（商工祭）補助金交付要綱 2 1,700

終期

対象

業務フローに改
善の余地がある

1,700 813

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

効率性

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2 1,700

行政
補完的

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

2 1,780

指定
管理

4 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：
昨年は、農業祭・商工祭のため、農業部
門が主担当として事務を行ったため、人
件費が減少した

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

1,700 1,238 2,938 1,469,000

1,780 796 2,576

04-02-08

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

市民みんなのまつ
り（商工祭）事業

政策的 (改正実施年度27年度)

1,288,000

補助
金

目的
・

意図

祭りをとおして、市民に市内
の商工業をＰＲし、各種イベ
ント等により市民老若男女に
楽しんでもらう。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

開催日数
（日）

商工業者、市民

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

39,781 5,774 45,555

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

商工業の活性化及び新たな産業などの創出

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上 基本事業番号・名 04-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

500 480

産業政策課長
関　知紀

450

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 400

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1,700

産業政策課長
関　知紀

1,372

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

16,000

産業政策課長
関　知紀

4,482

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1,400

産業政策課長
関　知紀

1,163

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

西東京市

対象 外部評価
財政健全経営計画

実行プラン

効率性

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

8 519

2,1991,373

04-02-09

産業政策課
振興企画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

市民みんなのまつ
り活性化事業

対象

インターネット利用者

情報提供
リンク数
(リンク)

5,300 1,325,000 －

　SNSを活用し情報発信す
る。市の魅力をSNSで拡散さ
せ、多くの方に認知していた
だく。

0

0 #VALUE!

137,625

━ 0

219,900 94

事業
内容
・

活動
手段

　「市民への健康投資と地域
産業活性化を両輪とする好循
環創出事業」の一部として実
施。地域の元気や安心を支え
る地域活動団体が話し合い、
市民みんなのまつりにおいて
東久留米音頭等の実施や出店
を実施する。

イベント
当日参加
者数
(人)

519

地方創生加速化交付金交付要綱

10 1,373

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

初年度のため

全部
委託

一部
委託

0

　

西東京市

終期

対象

市民、まつりの参加者

会議・練
習会の実
施合計回
数
(回)

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

　多くの市民をまきこんだ地
域イベントを創出し市民の参
加、郷土への愛着を促す。地
域活動への積極的な参加は、
参加者の健康を増進させると
同時に地域を活性化させる好
循環を創出する。

小平市 東村山市 清瀬市

826

廃止予定
の有無

説明：商工祭、農業祭は、主催者である
JA東京みらい農業協同組合、市商工会の
予算で実施されていた。予算を投入した
ことでコストは増大した一方、市民の意
見は反映されやすくなりまつりが活性化
された。

 直営
（委託無）

全部
委託

30年度の方向性 縮小

説明：27年度は、市長を会長として実行員会を組織した
が、市民が主体性を持って取り組むことができるよう
に、市民を会長とする実行委員会とした。取り組みが定
着し、市民みんなのまつりが市民の手で活性化するきっ
かけとなるためには、実行委員会の主体性を高めること
が重要である。

総合評価（課題・方向性）：
　市民みんなのまつりは、市商工会・
ＪＡ・ＪＣが主催となり商工祭・農業
祭として実施し、市は農商工業を活性
化するために補助金を交付し間接的に
関与してきた。平成２７～２８年度に
実施した「ひがしくるめの絆づくり実
行委員会」では参加する市民からまつ
りの活性化について、より主体的な関
与を希望する声が多く寄せられてい
る。また一方で行政側の人員不足等に
よる安全面の配慮等も課題となってき
ている。
　本事業については、まつりの運営だ
けではなく、コミュニティの強化とい
う側面もあることから担当部署の見直
しも含め検討していく。

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

26 862 862

1 達成度 3

#VALUE!

業務フローに改
善の余地がある

業務フローに改
善の余地がある

321

582 1,101

地方創生加速化交付金交付要綱

 直営
（委託無）

　制度改正の
余地がある

終期

0 #VALUE!

東村山市 清瀬市

04-02-10

産業政策課
振興企画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

周遊性向上事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

0

━

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

━ 0

1,183 45,500 －

説明：利用者の意見を取り入れ、最新の
観光情報を掲載し、ページビューを向上
させる必要がある。市内を取材し、観光
情報を当ページに集積していく。

総合評価（課題・方向性）：
　市ホームページは、行政として重要
な情報を中心に掲載しており、市の観
光をPRする役割については向いていな
い。そこで住民や来訪者に対して市の
観光情報を提供する観光情報ホーム
ページを立ち上げた。ホームページの
立ち上げにあっては掲載内容の収集や
編集、入力が必要となることから平成
28年度は臨時職員を雇用し対応した。
平成29年度以降は、軽微な更新となる
ため臨時職員を雇用せずに対応する。
観光ホームページの作りは、興味を
持っていただけるように、画像や地図
情報を掲載し、ページを訪れた方が手
軽に観光情報を手に入れられるように
工夫する。

事業
内容
・

活動
手段

　来街者に市内の観光スポッ
トをわかり易く伝える観光HP
を作成する。

月平均
ページ
ビュー
(ページ
ビュー)

0 #VALUE!

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

━ 0

04-02-11

産業政策課
振興企画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

富士見テラスの魅
力増進事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

終期

対象

市民、旅行者

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

説明：Wi-Fiを運用する事業者と協力しな
がら安定的な運用を目指す。

総合評価（課題・方向性）：
　平成28年11月に東横INN　西武池袋
線東久留米駅西口が完成したことに加
え、2020東京オリンピック・パラリン
ピックが実施されるなど、市の観光環
境には変化が起きている。東久留米駅
を利用する市民や旅行者にとって駅前
のフリーWi-Fiは利便性を高めるもの
である。外国人旅行者はフリーWi-Fi
環境を重要視している。
　東久留米観光の出発地点である富士
見テラスにおいて、富士見テラスの魅
力をPRすると同時にフリーWi-Fiを設
置することは富士見テラスに観光的な
価値を付加することになる。今後も事
業者などと協力してWi-FI環境の整備
を広めていく。

事業
内容
・

活動
手段

　観光拠点である富士見テラ
スにフリーWi-Fiを整備する
ことと並行して、市内事業者
と連携しながら、簡易版アク
セスポイントを整備する。ま
た、多言語に対応した富士見
テラスの案内看板を作成す
る。

高機能WI-
FI認証
ベース利
用数
（件）

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

区市町村インフラ整備支援補助金交付要綱

4 4,614

フリーWi-
Fi拠点数
及び案内
看板設置
（箇所）

業務フローに改
善の余地がある

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

　来街者が観光する際の利便
性を高め、周遊性を高めてい
く。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

686

━

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：初年度のため

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

0 #VALUE!

04-02-12

産業政策課
振興企画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

情報発信事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

0 #VALUE!
財政健全経営計画

実行プラン

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

説明：利用者の意見を取り入れ、最新の
観光情報を掲載し、ページビューを向上
させる必要がある。市内を取材し、観光
情報を当Facebookページに集積してい
く。

対象 外部評価

総合評価（課題・方向性）：
　ベットタウンとして急速に発展した
当市では、市の歴史や文化、観光資源
を市民が地域の魅力として認識し大切
に育て行く必要がある。市の魅力を市
民の皆様や来街者に知っていただき、
広めていく必要がある。
　市民への情報提供の場として、市公
式ツイッター・Facebookページが立ち
上げられている。地域の魅力を伝える
場としてこれを活用し、市内外に情報
を拡散させていくことで、シティープ
ロモーションの一助とし、地域の活性
化を図る。

事業
内容
・

活動
手段

　SNSに市の魅力（イベン
ト、農業、商工業、景色、歴
史、文化など）を投稿する。

「いい
ね」総数
（件）

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東久留米市公式Facebook運用要領
同方針
東久留米市公式ツイッター運用要領
同方針

62 0

終期

0 #VALUE!
財政健全経営計画

実行プラン

業務フローに改
善の余地がある

━

3 達成度 3

説明：初年度のため

321 5,177 －321

効率性上乗せ 横出し

1,995 2,619

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

　来街者に観光スポットの情
報を提供することで周遊性を
高める。また、市民へも地域
活動に参加することの楽しみ
を伝え、生活活動量を増大さ
せ健康になるきっかけを与え
る。

小平市

一部
委託

廃止予定
の有無

対象 外部評価

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

対象

インターネット利用者

Facebook
ページへ
の画像付
投稿数
（件）

給付
事業

該当

━ 0

0

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

商工業の活性化及び新たな産業などの創出

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上 基本事業番号・名 04-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100

産業政策課長
関　知紀

80

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　年度） －

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）新宿区

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

10

産業政策課長
関　知紀

1

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　年度） －

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

主幹
土屋　健治

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

達成度

　制度改正の
余地がある

財政健全経営計画
実行プラン

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

上乗せ 横出し 1

　30年度の方向性 現状維持

16 55 55 3,942 3,997 249,813 －

説明：
土地所有者、企業等の調整を継続して実
施するとともに、計画策定や都市計画変
更などを行うなど、土地利用転換に向け
て、適正なフローを経て制度改正を行っ
ている。

総合評価（課題・方向性）：
前年度より引き続き土地所有者、企業
等との調整を継続して実施し、ＵＲが
国・市の同意のもと施行する土地区画
整理事業についても認可されるなど、
上の原地区の整備についても具体的に
進み始めている状況である。
今後も土地所有者、譲受事業者および
企業等との調整を継続していくととも
に、庁内連携を図り、地区内の土地利
用転換及び企業誘導を進めていく。

52 3,486 3,538 168,476
3

説明：
本業務は事業者調整、計画策定等の様々
な事務が複合的に重なり合っており、単
一の活動指標で単位当たりコストを算出
するにはそぐわないと考える。今後とも
効率的に地区内の土地利用転換及び企業
誘導を進める。

3,051 98,41931 115

効率性

21

企画調整課

上の原地区企業等
誘導事業

04-02-15

業務フローに改
善の余地がある

対象

進出希望企業、地権者（UR都
市機構、財務省関東財務局）

上の原土
地利用構
想連絡会
の開催、
地権者と
の調整、
企業等へ
の訪問
（来庁）
によるヒ
アリング
(回)

115 2,936

根拠
法令
等

対象 外部評価

上の原地区活性化方針

該当

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市
目的
・

意図

まちの活性化を図るととも
に、安定した税収を確保する
こと。

事業
内容
・

活動
手段

上の原地区を対象に、新たな
企業等を誘導するための市の
構想を策定するとともに、庁
内検討組織の運営、地権者と
の調整、企業等へのＰＲ及び
関係構築を進める活動に取り
組む。

52

－

総合評価（課題・方向性）：
人づくり・人材確保事業は2年間の事
業となるため、本事業については廃止
となるが、参加した事業者による独自
の取り組みなどについて引き続き調査
を行い、効果の最大化が図られるよう
働きかけを行う。

事業
内容
・

活動
手段

有給の研修生に対し、off-
JT、OJTを行う事業及び中小
企業の職場における処遇を改
善するためのコンサル等を行
う事業 活動指標

に対す
る、就職
者数及び
職場定着
者事業者
数の割合

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

廃止(完了･統合含
む)

説明：東京都の要綱に基づいて行う事業
のため、改善・改正の余地はない

0

東京都人づくり・人材確保支援事業（区市町村）補助金交付要綱 40 123,550 123,550

終期

対象

市内に住む若年者及び事業所
のある中小企業

当該事業
に参加し
た研修生
（２０
人）
・事業者
（２０）

業務フローに改
善の余地がある

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：実施初年度のため

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

0 #VALUE!

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

－ 0

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

－ 0

04-02-13

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

人づくり・人材確
保事業 指定

管理
補助
金

目的
・

意図

中小企業等において、良質な
人材の確保・定着を促す事業
を行い、事業発展を促すため

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

771

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

124,321 3,108,025

#VALUE!

終期

対象

市内の空き店舗を保有する事
業者・出店を希望する事業者

市内の空
き店舗の
情報の発
信件数

業務フローに改
善の余地がある

効率性 3 達成度 304-02-14

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

空き店舗対策事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

343 343,000 －

対象 外部評価

－ 0 0 #VALUE!
財政健全経営計画

実行プラン

説明：東久留米市内にある空き店舗等の
情報を集約し・発信についてより効率的
な方法を検討する。特に、商工会内にで
きた空き店舗対策推進委員会と連携を行
う

総合評価（課題・方向性）：
市内における空き店舗を減らし、そこ
に事業所を呼び込むことにより、東久
留米市の産業発展に努める

事業
内容
・

活動
手段

ＨＰの活用・商工会・不動産
業者と情報の連携をし、市内
にある空き店舗の解消を目指
す事業

空き店舗
の解消件
数

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東久留米市空き店舗等情報提供制度実施要綱 1 0

説明：実施初年度のため

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

0 #VALUE!

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

－ 0

343

廃止予定
の有無

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市内の産業の発展

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

東久留米市


